
 

 

 

 

 

 

 

 

１．研究の背景と目的１．研究の背景と目的１．研究の背景と目的１．研究の背景と目的    

自然災害のリスクの高いわが国において、

各種社会資本のリスクへ対応するための制度

が順次拡充されてきた。しかし、その整合性

や被害への復旧対応には問題点も多い。現実

に、2007 年の高千穂鉄道のように、自然災害

で廃業を余儀なくされた地方鉄道も現れてい

る。 

本研究では、これらの事例を分析するとと

もに、独自に関係者に対するアンケート調査

やヒアリングを行い、自然災害により交通施

設が被害を受けた場合の保険や公的補助制度

など、自然災害に対する交通施設のリスクマ

ネジメントにおける課題に関し調査研究を行

っている。本発表では本研究の結果明らかと

なった事項と今度の制度の在り方について報

告する。 

 

２．災害復旧負担補助制度の現状と課題２．災害復旧負担補助制度の現状と課題２．災害復旧負担補助制度の現状と課題２．災害復旧負担補助制度の現状と課題    

交通施設(港湾、空港、鉄道、道路)や公共性

が高く、国民生活に不可欠とされるインフラ

(河川、上下水道、農地、公私立学校、医療機

関、電気、ガス、通信)について、自然災害に

より被災した場合の復旧に当たっての公的負担

又は補助制度を調べた。その結果、これらの施

設に対する国等の負担又は補助率は統一性・整

合性がうかがわれず、国の支援の考え方が必ず

しも明確になっていないものと考えられる。ま

た原形復旧原則における課題も存在する。 

このような状況の変化を踏まえつつ、交通施

設のように、公共性が高く、国民生活に不可欠

なインフラに対する国の支援のあり方について、

その整合性に関し、再検討が必要ではないかと

考えられる。 

 

３．リスクファイナンスの手法と課題３．リスクファイナンスの手法と課題３．リスクファイナンスの手法と課題３．リスクファイナンスの手法と課題    

過去の災害復旧事業費の適用実績をみると、

過去5年間(平成14～18年度)に港湾で約700億円、

鉄道で10億円、また、阪神・淡路大震災では港

湾で約1,600億円、鉄道で約250億円の国の負担

があり、相当程度の負担であることが分かる。

一方、現行保険についても、土木構造物保険で

は地震が免責であることや、地震保険は加入率

が低いといった問題がある。また、第三セクタ

ー鉄道の団体土木構造物保険の場合、この20年

間で保険料が3倍となり、その負担の限界に近

づきつつあるものと考えられる。また、これま

で、災害復旧のための原資として活用されてき

た、自治体等の供出による経営安定のための基

金もピーク時から四分の一程度に減少し、基金

が枯渇した例も増えつつある。 

これらから、災害時の国の負担を増やさず、

また、モラルハザードを避けるという観点から

も、居住用建物に対する地震保険等で例がある

ように、国が再保険を引き受けるなど、交通施

設の保険システムに関し何らかの国の関与が必

要ではないかと考えられる。 

 

４．民政化・４．民政化・４．民政化・４．民政化・PPPPPPPPPPPP導入に際しての考え方の整理導入に際しての考え方の整理導入に際しての考え方の整理導入に際しての考え方の整理    

民営化・PPP導入に際しての考え方も今後重

要となる。特に、PPPに関しては昨年5月に策定

された国土交通省成長戦略にも、「コンセッシ

ョン方式を新たに導入することも含めて、

PPP/PFIに係る共通制度の改善を図る」ことと

されており、今後制度の改善が予定されている

ところであるが、その際に、災害復旧の実施に

ついて、責任関係を明確にしておくこと、国に

よる支援措置の要否について検討することが必

要である。 

 

５．新たな災害復旧制度に向けた提言５．新たな災害復旧制度に向けた提言５．新たな災害復旧制度に向けた提言５．新たな災害復旧制度に向けた提言    

 以上の現状を踏まえ、統一的・整合的な災害

復旧制度と民間保険市場の最大活用の在り方に

ついて提言を行う。 

交通施設の災害復旧に対するリスクマネジメントと交通施設の災害復旧に対するリスクマネジメントと交通施設の災害復旧に対するリスクマネジメントと交通施設の災害復旧に対するリスクマネジメントと    

公的負担制度に関する研究公的負担制度に関する研究公的負担制度に関する研究公的負担制度に関する研究    
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